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号）において、②上記の拡張したモデルに人口成長率の導入に注目した研究を 2018 年の論文 
“China’s 2009-2050 economic growth: A new projection using the Marxian Optimal Growth Model” (World 
Review of Political Economy9(4))で行っている。また、③技術進歩率に焦点を当てた研究を 2019
年の論文「技術進歩率を考慮したマルクス派最適成長モデルによる予測―韓国消費財・資本財の二部門データに
よる推計」（『北東アジア地域研究』の第 25 号）さらに、消費財・資本財の二部門のデータの構築の
理論方法の提示と構築を 2019 年の論文「中国 2000 年代の投資財生産部門の過剰拡大：消費財・投資






















































論 文 審 査 の 要 旨  
 No.4 
に応用するためのデータ構築を行っている。また、ここでは、高度成長から中成長に移行しつつある中国経済の
消費財生産部門と資本財生産部門との不均衡問題も論じている。そこで、著者は先行研究における2部門データ
の構築方法を比較した結果、消費財・資本財の2部門データの構築方法として、Fujimori(1992)によって提示さ
れた方法に妥当性があると指摘している。また、中国だけではなく、インド、日本、米国の2部門データを構築
し、中国における消費財生産部門と資本財生産部門との間には不均衡問題が存在することを明らかにしている。 
 こうして本論文は一貫してマルクス派最適成長理論における課題に取り組み、厳密に理論展開をし
た上、緻密な実証研究方法を提示している。それらを通じて、現在のマルクス経済学にとって喫緊の
課題である数理化にも注力しながら、マルクス経済学の現実経済に対する応用面の発展にも貢献して
いる 
 ただし、用語法の点においていくつかの難点が見つけられた他、近代経済学モデルと異なるマルク
ス派モデルとしての性格をもう少し明示化しても良かったのではないかと思われる。たとえば、両部
門間の不均衡を抽出した本モデルの立場は、価格を通じた部門間調整をスムーズなものと想定する近
代経済学の伝統と反する。その背景を価格データをとって研究するということもあり得たであろう。
2部門に分割された価格データの入手が困難であれば、両部門の生産関数から 2要素の限界生産性を
とって計算するということもありえよう。マルクス経済学には部門間の利潤率が均等化するという想
定があるので、それとの関係を明示してもよかった。最後に、技術進歩は TFP としてのみ定式化する
のではなく、労働増加的なタイプのものとして定式化することも人口減少が予想される中国の研究と
して望ましいのではないかと思われる。これらの課題と問題点は口頭試問の場において出されたもの
であるが、李晨君による口頭試問冒頭でのプレゼンテーションおよび質疑での受け答えは非常にしっ
かりしたものであった。 
したがって、マルクス経済学に依拠しながら近代経済学との相互交流を深める本論文の実証モデル
開発上の意義は大きく、また、導かれた結論も大いに有意義なものと評価できる。 
 以上の理由により、審査担当者は全員一致して、李晨君の学位請求論文が博士(経済学)の学位を授
与されるに十分値するものであるとの結論に達した。 
 
